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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フレキシブル管用の分離可能な接続ユニットにおける制御バルブの自動閉止用装置であ
って、
　流体の流れ方向の上流側の制御バルブ（５）の全てのセクター（６、７）用であって、
前記バルブセクター（６、７）上でそれらを開放回転及び閉止回転するように作動する摺
動体（１３）と、
　第１チャンバー（１４）内に収容され、前記バルブセクター（６、７）が閉止回転する
のに適した方向に前記摺動体（１３）を起動する弾性手段（１７）と、
　第２チャンバー（１８）に収容され、前記バルブセクター（６、７）が閉止する方向へ
の前記摺動体（１３）の移動を制動する制動流体と、
　前記チャンバー（１４、１８）間に設けられ、前記バルブセクター（６、７）を閉止す
る方向への前記摺動体（１４）の移動中における第２チャンバー（１８）から第１チャン
バー（１４）への前記制動流体の制御された移動を許可する流体力学的連通手段（１９、
２０、２１）とを備え、
　前記流体力学的連通手段（１９、２０、２１）は、拡張部（２０）を有する小さな通路
ダクト（１９）と、前記拡張部（２０）に挿入されたカートリッジとを備えるとともに、
前記カートリッジは、円筒部（２２）と、外溝（２４）が設けられた溝部（２３）とを有
することを特徴とする装置。
【請求項２】
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　前記溝部（２３）が可変長である請求項１に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体製品、特に石油製品の移送管用の分離可能な接続ユニット（軸方向の高
い引張応力及び／又は急激な高圧が発生した場合における管自体の自動分離を含む）にお
ける制御バルブの自動閉止装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　石油製品の、石油化学設備、プラットホーム又はタンカーからタンカーへの海上移送、
タンカーから地上設備への海上移送又はその逆は、通常はフレキシブル管とその管の接続
ユニットとを用いて実施される。接続ユニットは、それぞれ制御バルブが設けられた２つ
の分離可能な部分から構成されており、制御バルブはそれらの部分が分離すると自動的に
閉止して、製品の海への流出を制限して汚染を軽減する。この接続ユニットは、フレキシ
ブル管の海中に位置する部分に位置し、管及び一般的には接続ラインを、管に対する過度
の引っ張りやラインに対する過度の圧力などを引き起こす異常事態から保護することを主
たる目的としている。そのような異常事態としては、タンカー又は一般的には分離して漂
う石油設備（ＦＰＳＯ）や、管に限界を超えた引張力を発生させる荒波や、管に当たって
引っ張ったり過度の荷重を発生させるボートや、下流側のフローバルブの急閉止や、過度
の軸方向の荷重及び／又は圧力上昇を発生させる何らかの原因などがある。
【０００３】
　現在、利用可能な制御ユニットは、上述した状況において、接続ユニットの２つの部分
が分離した後に制御バルブを自動的に、即ちオペレータが制御することなく閉止できるよ
うになっている。
【０００４】
　可変セクター型、即ち複数の薄片体又は花弁体から構成された流体制御バルブを備えた
分離可能な接続ユニットも知られている。薄片体又は花弁体は、石油製品の流れ方向に対
して実質的に平行となる開放位置と、ユニットの軸心を横切る方向に集合して製品の流れ
を完全に遮断する閉止位置との間で変化するようになっている。この開放位置から閉止位
置への移動は、適切な保持手段、例えば軸方向に取り外し可能なインナースリーブが、接
続ユニットへの軸方向の引張応力の作用により保護作用を停止したときに、弾性手段の付
勢の下で起こる。流体力学的な制動機、例えば管内の流体製品の圧力を受けるシリンダは
、上流側のバルブの閉止速度を適切に低下させて、弾性手段及び加圧流体の押圧によりも
たらされる水撃作用と呼ばれる過度の圧力を回避する。
【０００５】
　従来の流体力学的な制動機は、縮小断面を有する流通ダクトを備えているため、制動流
体内のゴミの影響により詰まってしまうという欠点がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】伊国特許出願公開第ＭＩ２００９Ａ００２１４６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、従来技術における縮小断面を有するパイプの欠点を生じることなく、
弾性押圧及び流体力学という２つの機能を単一のユニットにまとめた薄片体又は花弁体タ
イプを、より一般的には回転セクターを有する制御バルブの自動閉止用装置を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　上記の目的を達成する本発明の装置は、フレキシブル管用の分離可能な接続ユニットに
おける制御バルブの自動閉止用装置であって、流体の流れ方向の上流側の制御バルブ（５
）の全てのセクター（６、７）用であって、前記バルブセクター（６、７）上でそれらを
開放回転及び閉止回転するように作動する摺動体（１３）と、第１チャンバー（１４）内
に収容され、前記バルブセクター（６、７）が閉止回転するのに適した方向に前記摺動体
（１３）を起動する弾性手段（１７）と、第２チャンバー（１８）に収容され、前記バル
ブセクター（６、７）が閉止する方向への前記摺動体（１３）の移動を制動する制動流体
と、前記チャンバー（１４、１８）間に設けられ、前記バルブセクター（６、７）を閉止
する方向への前記摺動体（１４）の移動中における第２チャンバー（１８）から第１チャ
ンバー（１４）への前記制動流体の制御された移動を許可する流体力学的連通手段（１９
、２０、２１）とを備え、前記流体力学的連通手段（１９、２０、２１）は、拡張部（２
０）を有する小さな通路ダクト（１９）と、前記拡張部（２０）に挿入されたカートリッ
ジとを備えるとともに、前記カートリッジは、円筒部（２２）と、外溝（２４）が設けら
れた溝部（２３）とを有することを特徴とするものである。
【０００９】
　上記のカートリッジ要素の螺旋状部によって、実際に制動流体内のゴミによって塞がれ
ることのない、より大きな流通ダクトの断面で有効な制動効果を得ることができる。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の装置によれば、上記のように構成したので、従来技術における縮小断面を有す
るパイプの欠点を生じることなく、弾性押圧及び流体力学という２つの機能を単一のユニ
ットにまとめた回転セクターを有する制御バルブの自動閉止用装置を提供することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】制御バルブの自動閉止装置を有するフレキシブル管用の接続ユニットの全体を示
す軸方向の部分断面図である。
【図２】図１に示す接続ユニットの上流側の制御バルブの展開斜視図である。
【図３】図１に示す接続ユニットの下流側の制御バルブの展開斜視図である。
【図４】図１に示す接続ユニットの上流側の制御バルブの回転セクターの閉止に用いられ
る本発明に係る装置における図１と同じ断面の詳細な拡大図である。
【図５】回転セクターの閉止工程中にある本発明に係る装置における図１と同じ断面の詳
細な拡大図である。
【図６】図１に示す接続ユニットの下流側の制御バルブの回転セクターの閉止に用いられ
る装置における軸方向の詳細な拡大断面図である。
【図７】回転セクターの閉止工程中にある図６に示す装置である。
【図８】上流側の制御バルブの回転セクターの閉止速度を制限するカートリッジの可能な
実施例である。
【図９】上流側の制御バルブの回転セクターの閉止速度を制限するカートリッジの別の可
能な実施例である。
【図１０】上流側の制御バルブの回転セクターの閉止速度を制限するカートリッジの更に
別の可能な実施例である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　現状で好ましい本発明の実施形態は、添付の図面における非制限的な例を用いて示され
る。
【００１３】
　図１は、フレキシブル管用の接続ユニットを示す。接続ユニットは、移送される流体製
品の流れ方向の上流側及び下流側にそれぞれ位置する２つの分離可能な部分又は分離可能
体１及び２を備えている。
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【００１４】
　この２つの部分１、２は、バーストネジ３を介して接続されており、このバーストネジ
３は、高い引張応力（設定荷重以上）によって壊れることで、２つの部分１、２を分離さ
せることができる。
【００１５】
　接続ユニット内には、２つの部分１、２が分離した際に、接続ユニットから自動的に軸
方向に外れる円筒状の摺動するスリーブ４（図１）が配設されている。
【００１６】
　通常時において円筒状のスリーブ４は、寸法の異なる２種類の花弁体６、７又は薄片体
６’、７’からそれぞれ構成される２つの回転セクターバルブ５、５’を開放位置に維持
する。花弁体６、７又は薄片体６’、７’は、それぞれ軸心８、８’に関し、図１～４、
６に示す開放位置と、図５、７に示す閉止位置との間を回転可能である。
【００１７】
　スリーブ４の機能及び作用形態については、例えば、出願人により２００９年１２月４
日に提出された伊国特許出願公開第ＭＩ２００９Ａ００２１４６号に記載されている。
【００１８】
　流体製品の流れ方向の上流側に位置する制御バルブ５の各回転セクター６、７は、全体
を符号９で示す自動閉止装置によって、それぞれ軸心８に関して回転可能である。各装置
９は、固定体１２と、この固定体１２に対して軸方向に摺動可能な可動体１３とを、収納
体１０、１１内に備えている（図４、５）。固定体１２の内部には、可動体１３の第１部
分内で横断壁１５まで延在する第１チャンバー１４が画定されている。横断壁１５は、制
御バルブの回転セクター６、７のそれぞれの制御ヒール１６に当接している。第１チャン
バー１４には、図４の圧縮姿勢から図５の伸長状態まで伸びることが可能な螺旋状のバネ
１７が収容されている。伊国特許出願公開第ＭＩ２００９Ａ００２１４６号に記載の方法
によれば、バルブ５の内側からスリーブ４が軸方向に外れることで、バルブ自体の回転セ
クター６、７に対する保持作用がなくなると、バネ１７が自動的に伸長する。
【００１９】
　摺動体１３の反対側の端部には、適当に選ばれた粘度を有する制動流体が通常は収容さ
れる第２チャンバー１８が画定されている。２つのチャンバー１４、１８は、流速制限用
のカートリッジ２１が挿入される拡張された入口部２０を有する通路ダクト１９を介して
連通している。流速制限用のカートリッジ２１は、入口側２３に螺旋状の外溝２４が設け
られた円筒部２２を有している。図８～１０に、異なる長さの外溝２４を有するカートリ
ッジ２１の例を示す。
【００２０】
　上述したチャンバー１４、１８間の連通は、摺動体１３が図４の位置から図５の位置に
移動する間に、制動流体がチャンバー１８からチャンバー１４に漏出するという効果をも
たらす。この漏出は、スリーブ４の不在によるバネ１７の押圧と、バルブセクター６、７
が閉止回転を行う間に継手１を通過する加圧された流体とによるものである。制動流体の
通過により、バルブの閉止速度が低下して、バルブ自体の回転セクターを損傷し得る急激
な衝撃が回避される。従って、水撃作用として知られる急激な圧力の増加が回避される。
【００２１】
　通過の速度、つまりそれぞれの回転花弁体の閉止速度は、通路ダクト１９の断面と、カ
ートリッジ２１の円筒部２２の直径と、カートリッジ２１の螺旋状の外溝２４の長さとに
依存し、異なる直径及び溝を有するカートリッジに交換することで変更することができる
。従って、回転セクター６にはあるタイプのカートリッジを、回転セクター７にはその他
のタイプのカートリッジを用いることで、バルブ５のそれぞれのセクターに対して異なる
回転速度、つまり閉止速度を設定することができる。このことは、制御バルブの回転セク
ター又は花弁体が閉止する間における製品の流出を最大限に制限するように閉止しつつ、
水撃作用により発生する圧力のピークを許容可能なレベルに制限するという目的を有して
いる。
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【００２２】
　一方、流体の流れ方向の下流側の制御バルブ５’の回転セクター６’、７’には、同様
に固定体１２’、摺動体１３’及び通常時に圧縮されているバネ１７’を有する自動閉止
装置９’が設けられている。それらはヒール１６’を介して、スリーブ４が外れた場合に
おけるバルブ５’の様々な回転セクター６’、７’の回転、つまり自動閉止を決定する。
しかし、チャンバー１８からチャンバー１４への制動流体の通過によって決定されるのと
同様の制動効果は有さない。実際には、制動効果は部分２内の加圧された流体により決ま
る。
【符号の説明】
【００２３】
１、２　部分
４　スリーブ
５、５’　制御バルブ
６、６’　セクター（花弁体）
７、７’　セクター（薄片体）
８、８’　軸心
９、９’　自動閉止装置
１３、１３’　摺動体
１４　第１チャンバー
１６、１６’　制御ヒール
１７、１７’　バネ
１８　第２チャンバー
１９　通路ダクト
２０　拡張部
２１　カートリッジ
２２　円筒部
２３　溝部
２４　外溝
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